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規定のうち,特 に配当規定 と連結会計規定 とがいかなる関係にあるのかを探 っ








現代 イギ リスにお ける連結会計 制度の機 能的意味
夏亘 イギリス会社法の特徴 と会計規定
(79)79
伝 統 的 に.イギ リ ス に お い て は,株 式 会 社 の 活 動 は 私 的 行 為 とみ な さ れ て お り,
そ の 活 動 状 況 お よ び 活 動 成 果 を 表 示 す る 計 算 諄類 に は 最 小 限 の 法 的 規 制 が 整 備
さ れ る に と ど ま っ て い た と い う 考 え 方 は 一 般 的 な 解 釈 で あ ろ う%す な わ ち,
イ ギ リ ス で は,判 例 法 体 系 の 代 表 国 と し て よ く分 類 さ れ る よ う に,「 法 の 精 神
は 論 理 で は な か っ た,そ れ は 経 験 で あ っ た 」(Holmes[1881]p.1)とす る 思
考 が 法 の 特 徴 を 形 成 し て お り,具 体 的 な 規 制 は 判 例 に よ る 規 範 に 委 ね ら れ て い
た の で あ る 。 そ し て 会.計情 報 の 詳 細 な 開 示 を 法 的 に 強 制 し な い こ と に よ っ て,
競 争 相 手 に 情 報 が 流 入 す る こ と を 恐 れ る 経 営 者 の 危 惧 に 応 じ る と と も に,株 式
会 社 の 活 動 が 多 様 で あ る た め に 一 般 的 な 計 算 書 類 の 形 式 や 内 容 を 標 準 化 す る こ
と は 困 難 で は な い か と い う 会 計 十 団 体 の 疑 問 に も応 え て い た の で あ る 。
そ れ に も か か わ ら ず,当 時 か ら 現 在 に 至 る ま で,イ ギ リ ス 会 社 法 に お い て も.
会 計 規 定 は 存 在 し,い くつ か の 条 項 が 株 式 会 社 の 会 計 行 為 を 規 定 し て い る ㌔.
と りわ け 「英 国 会 計 学 の 中 心 問 題 」(中 村[1957]108一 ジ)と い わ れ る 配 当
可 能 利 益 の 計 算 は,強 行 規 定 か 任 意 規 定 か と い う相 違 は あ る も の の,一 貫 して
イ ギ リ ス 会 社 法 に お い て 規 定 さ れ て い る の で あ る 。
こ こ で,簡 単 で は あ る が,.会 社 法 に お け る 配 当 規 定 を 歴 史 的 に 振 り返 る と,
2)た とえば,準 則ギ義 による会社設止の 日出化を認 可 した1844年会社 登記法 は会計 と監査 に閲 し
て比較 的厳格 な規定 を置いていたが,そ の後1856年会社 法においては これらの多 くを任意規定化
した、 この理 由と して議 会は,「規制 は株 宅 と経営者 の問の 『私的交渉』(privatenegotiation)
にゆだ ね るべ き問題 に不必 要に 介入す る もので ある」(Edwards[1略9]P-1M)}とい う 「レッ
セ ・フェー ル思 想1〔Lヒssez.Fairephilosophy)を引用 した とさ れ る。 この よ うな レ ソセ ・.
フェーール思想 を代 表す る見解はほか に も散見 され るが,た とえば,1路9年のLe¢v、Neuchatel
Asphahe〔:o、Ltd、事件 において示 され た,1計算 書類がいかに保存され るべ きかの決定 は,司 法
上 もまた止当 にも商業界 にゆだねられ て きた」 〔ブラウ ン[1981]37ペー ジ〉 とす る見解 などが
あげ られるで あろう。
3)Edward,[1989]においては,私 的経済活動 に対す る政 府の介入を拒否す る レッセ ・フェール
思考が,18世紀 および19世紀 のイギリスにおいて広範 に普及 していた ことを認 めながら も,当 切




まず,イ ギIJスで最:初の一般会社法 といわれ る1844年会社.登記法 においては資
本か らの配 当金 の.支払 いを禁止す る規定 は存 在せず11,1856年株式会社法 にお
いて配当規定が設 け られ た(1856年株式会社 法B表 第63-68条)。これは,1856.
年株式 会社 法の前年 に出され たユ855年有限責任法か ら株式 会社 の有 限責任制 が
認め られ るよう.にな った ことで説 明され る。1844年会社登 記法 においては,未
だ有限責任 制が認 め られ ていなか った ため に,会 社の信用の源泉 は株主にあ り,
資本の蚕食があろ うと結 局は株主が担保責任 を.全うすれば よい と考 えられてい
た(山 浦[1993]20ペー ジ)。これ に対 して1856年株式 会社法 にお いては,有
限責任株式会社 に対 し.て,資金調達 および事業活動 において重要 にな る信用 を
附与す るため に,そ の担保 として 自らの資本 を保持 させ る必要が生 じたのであ
る(Edwards[19891n.173>D
1856年会社 法 の配 当 規 定 は,会 社 法 本 文 中 の 条 項 で は な く,「付 則」
(schedule)中の 「表」 〔table)に含め られ ていた にす ぎない。 これ は本稿で も
採 り.ヒげ る1948年会社法 において も同様で あ る(1948年会社法A表 第114-122
条)。会 社法 の本文 に配 当規定 が明示 され るの には,1980年会社法 を待 たな
ければな らない。 しか し,そ れ らは,い ずれ も会社 の資 本が 維持 され なけれ
ばな らな い とい う会社 法 の 「本 質的原 則」(fundamentalprinciple)(Morse
[1995]p.593)を明示 している とい う点で内容的 な相違 はない とい って よい。
そ して,こ のような資本維持の原則 に関 して法律家 の注意 をひいたの臥 株
主 保 護 よ り もむ し ろ債 権 者 保 護 の理 念 で あ った こ とが 指 摘 さ れ て い る
(Edwards[1989]p.173)。ただ し,株 式会社Q大 規模 化 による株式所 有の分
散 と専 門経営者 の誕生 によって 「所有 と経 営の分離」 が生 じ,株 式.会社 の活動
に直接 的には携わ らない株主が出現 して きた ことに対応 して,.これ らの株主 を
.保護 する必 要が生 じだことも看過 されてはな らない。株式 会社 においては,資
㌻4講 馨綴 霧:禦霞1素,謝欝 欝 盃二1礁靴1凝 ㌔驚
…多 ド銀行 の勅 許 につ い て はDl1Boi5L1971]等を 参 照 して い た だ きた い.
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金を受託 して企業活動 をおこなう株 式会社 の経営者 は,所 有者た る株主 に対 し
て,資 金の適切 な維持 ・運用 の状況 を報 告す る責任 を負 う。 この とき,計 算書
類 は利益の表示 金額 まで の配 当を支払 うとい う経営者 の意思表 明 として利用 さ
れ ることにな る。株式会社 におい ては,そ の利益 は究極 において.配 当のかた.
ちで 各株 主に帰属す る とい う 「所 有者 会計」 〔高 寺[1992]42ペー ジ)が 成立
してい るのであ る。
以上を要す るに,比 較的緩 やか な規制 をおいていた イギリス会社 法において
さえ,配 当規定す なわ ち配 当可 能利益5}の算定の社会的規範化が一.一貫 して会計
規定 のなか に設定 されていた ことが理解 され るのであ る。そ して,現 在の会社
法 において も,経 営者は配当可能利益 を株 主総会 におい て示す こ とを求め られ
ている。 ところが,か か る配 覇可能利益 の計算 が個別計算書類 においてお こな
われるのか連結計算書類でお こなわれ るのかは必ず しも自明で はない。本稿 と
の関わ りにおいては,現 在国際的 に主流に.なりつつ ある連結計算書類が この機
能を果た しうるか否かが問題 になるのであ る。
1111947/48年会社法 にお けるイギ リスにお ける連結 会計 制度
イギ リス会社法において連結会計が最初 に規定 されたのは1947年会社法 であ
り,1947年会社法は1948年会社法 に総括 され た5,。そ こで は.「各会計年度 末に
おいて会社が子会社を有 している場合 には,以 下 に挙 げるように会社 お よび子
会社の財政状態お よび損益の状況を取 り扱 った計算書類 または報告書類(本 法
律 に おいては 『グループ ・アカウ ンツj(groupaccounts)と呼称す る)が,
次項 の規定 を満た した うえで,当 該会社 の貸借対照表 および損益計算書が提出
5)厳 密 に は 「配 当 可 能 利 益 」(divisibleprofits)と「配 当 し う る 利 益 」(profitsavailablefog
dividend)とは 異な る概 念 で あ り,後.都 よ,累 積 損 失 を補 填 して い る こ と を条 件 に して い る とい
う点 に お い て前 者 と異 な る(武rh[196]]496ペー ジ)。 しか し,か か る差 は本 稿 の議 論 に と って
さ した る重 要性 は な い と思 わ れ る ので,本 稿 で ば 両 者 を 同 義 の もの と して扱 う こ とにす る。
6)「 イギ リス にお い て は,〔 … …}改 正 の必 要 が 生 じた と き は,.古い 法 律 は そ の ま まに して 新 し
い 法律 を制 定 し,法 律 の 数が 増 え て煩 わ しく な る と,こ れ らを 総括 あ る い は統 合 して,こ れ まで






され る株主総会に.おいて提出 され なければな らない」(1948年会社 法第150条第
ユ項)ηと して,親 会社 に連結計算書類 を提出す ることが義務 づけ られ た。
本稿 との関わ りで重要 なのは,か か る条項 に よってその作成 を義務づ けられ
た連結計算 書類が,会 社 の株主総会 において,経 営者 の株主 に対す る配当支払
い.の意思表 明 として機能す るか どうか とい う点で ある。株式会社の配当 につい
て,19侶年法 は,「いかな る配当 も利益 以外 か らは支 払われ て はな らない」
(1948年会社法A表 第116条)と規定 してい る。当該規定 は会社法本文rilではな
く付則 の1部 として設 けられてい るにす ぎない。 しか し,株 式会社が有限責任
制であ る以上,株 式会社 の資本が会社 債権者 に対す る唯一 の担保てあ るとい う
.意味で資本 を維持 しなければ ならない とい う株式 会社 の原則 を定めた ものであ
り,「便宜上A表 中 に掲げ た」(小町.谷[1962]374ペー ジ)も のと解釈 されて
い るのは前述 の とお りであ る。 したが って,ユ948年会社法 において配当の原資
を利益 に限定す るこ とは.株式会社 に強制 され ている とい って よい。 この場合,
株式 会社 の事業活動か ら生 じた利益 を株主 に配 当 として分配す ることを 目的 と
して利益計算 をおこなう 「所有者会計」 に とって,配 当の原資 とな る利益が連
結計.算書類で表示 されてい るのか,そ れ とも従来 の法人格 に もとづいた計算書
類 で表示 され てい るのかが重:大な論点 となるので ある。
ここで,1948年.会社法 においては,会 社が備置 しな ければな らない会計帳簿
が定 め られ てい るが,当 該 条項 か らは,会 社 の財政状態 と損益 状況について真
実かつ公正 な概観δ1を与 えるこ とが必 要であるこ とがわか るだけである(1948
7〕 イ ギ リス会 社 法 に お け る ず'gmupacODums"とい う術 語 に 定訳 はな い よ うで あ る.先 行 研 究 に
お い て は 「綜.含計 算 書類 」,「結 合計 算 書 」,「グ ルー プ計 算 書 類 」 等 の 訳 語 が あ る が,本 稿 で は そ
の ま ま1.グ ル ー プ ・ア カ ウ ン ッ」 とす る 、 ま た,イ ギ リ ス会 社 法 に お い て親 会 社 を 指 す 語 が
`'h【,1dingc。mpar【ジ か ら 唱唱pa陀【凪LuIlderしakhlg"へ子 会 社 を 指 す 語 がLgsubsldiarジか ら"e.6一
替idialyundcrtaking"へ変 遷 し てお り,連 結 会計 規 定 の 対 象 が,法 人 お よ び パ ー トナー シ ップ の
み な らず 営 利 口的 また は非 営 利 目的 で 事 業 を お こ な う法 人 格 の な い 組 織 まで も含 ま れ る よ う に
な った(198"年会 社 法新 館259条第1項)。 しか し,か か る 変 化 は 本 稿 の議 論 に とっ て さ した る重
要 性 はな い と思 わ れ る の で,.本稿で は単 に 「親 会 社 」 紀 よ び 「f会 社 」 とい う用 語 を使 用 す る。




年会社法 第147条)。つ ま り,1948年会礼法で:規定 してい る会計帳簿が,親 会社
の場 合,法 人格 を単位 とした ものなのか親会社傘下の グルー プ全体を単位 とし
た ものなのかにつ いては明確 な規定 は存在 しない。 しか し,法.人格に もとづ い
た個 別 貸借対 照 表 と個別損 益計 算 書の作 成 を 要す る こ とだ け は明 白であ る.
(1948年会社法第148条第1項 および第2項)。 そ して,グ ルー プ ・アカウ ンツ
(すなわ.ち主に連結貸借対照表 と連結損益計算書)は,親 会社 の個別貸借対 照
表 に添付 す ることが求 め られ ている(1948年会社法M1156条)。したが って,配
当可能利益 の計算 に使用 され,そ の結果 を株主総会において提出す る計算書類
は,お そ ら く連結計算書類で はな く法.人格 にもとづいた個別計算書類である と
考 えられ るのであ るが,そ れ は法条文か らは必ず しも自明ではない。
そ こで,「いかな る配当 も利益以外 か らは支払われ ては ならない」 とい う条
文の背後にあ る資木維持 の原則 に注 目す る と,1948年会社 法におけ る資本 とは,
会社 を設立 す る際 に作 成 す る基 本定 款 に おい て 記載 さ れた 「資 本」(share
capital)の総額をい うもの とされてい る(武 市[19611193ページ)。維持す べ
き資 本が法人格 を有す る会社の基本定款 において定め られてい る以上,か かる
維持 すべ き資 本は,連 結計算書類で はな く,法 人格に もとづいた個 別計算書類
において表示 され る ことになるであ ろ う。 この場合,配 当の支払い とそれに と
もな って義務づ け られ てい る資本の維持 は,法 人格に もとづいた個 別計 算書類
でお こなわれる と解釈す るのが 自然であ る。すなわち,少 な くとも,会 社法 に
お ける会計 規定が配 当の適正性 を保障す ることを主 目的 としていた とい う観 点
か らは,個 別計算書類が一義的 な性質 を有 し,連 結計算書類に関 しては,必 ず
しも本 質的な重要性 を有す る とは言い難い ことが明 らかになるのである。
以 上が1948年会社法 における配当規定の内容であ り,連 結計 算書 類 とは直接
的な関係 を有 しない ことが明 らか になる.。しか し,こ の ことが必 ず しも連結計
算書類で 表示 され る利益か らの配当 を禁止 してい るわけではない ことは注意す
べ きであ る。維持すべ き資本 は個別計算書類 において表示される として も,そ



























9)RoyalMail事件やDu組op社の事例が連結会計 制度化の ノEくきな契機だ った ことはい うまで も
ない、イギ リスにおける連結 会計の制度化過程に関 しては金森[1998]を参照 して いただ きたい。.
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IV1985/89年会社法 にみるイギ リスの連結会 計制度
(85>85
1948年会社法 における連結会計規定が実質的に改 正されるのは,1983年制定
のEC会 社 法 第7号 指 令 「グルー プ ・アカウ ンツ」 を国 内法化 した1989年余
社法によってで ある。 とはい え,連 結会計規定が改 正された とい って も,当 初
か ら 「すべてのEEC加 盟 国のなかで,イ ギ リス は第7号 指令 の要求 によって
最 も影響 を受 け ないであろ う」(Ernst&Whinney[1984]p.45)とされてい
た'%そ して,数 少 ない影響 の なかで 「最 も重要 な変化 は子 会社 の定 義 だっ
た」(Davies&Wits。n[1994]p.219)といわ れてい る。1948年会社法 におい
て は,子 会社 の定義 と して 「回 一方が1:1〕その会社 の株主で あ り,取 締役会
の構成を支配するか,あ るいは 〔2)持分株式資本金の額面額の半分 を超えて所
有す るか,あ るいは ㈲ 当該 会社が その他 の.会社の子会社であ る会社 の子 会社
であ る場合」 口948年会社法第154条第1項).と され,毛 として議 決権 過半 数所
有 によって子会社 の定義をお こな ういわゆ る持株基準mを 採用 していた。 これ
に対 して1989年会社法においては,こ のような持株基準 に加 えて,「〔c)会社が,
他の会社に対 して次 に掲 げる ものによって支配 的影響力 を行使す る権利を有す
る場合(1)当該企 業の基本定款,も しくは付 属定款 に.含まれ る規定,.② 支配契
約j(1985年会社法新 第258条第2項)と い う支配力基準 も明文化 された。すな
.わ ち,EC会 社 法第7号 指 令にお いて,「支配契約等 の企業契約 を法定す る西
ドイ ツの立場 に照応す る」(黒 田[1989]19ペー ジ)規 制 が盛 り込 まれ た こと
によって,イ ギ リス会社 法 も支配刀基準 を法定す るに至 った のであ る。
他方,イ ギ リス通商 産業省(DepartmentofTradeandIndustry)によ る許
10)EC会社法第7号 指令 における主要条項 のほとんどが イギ リスの慣 行を採 用 して作成 された こ
とを示す簡潔 な表がNo㎞5[1988]に掲載 されている 〔Nohes「19舘」pp.141-142)。
11)1持株基準一お よび後述の 「.支配力基 準/と いう用語 は必ず しも世 界的に使用されているわげ
で もなく,そ の意味 も自明ではないよ うである。本稿で は,議 決権の過半数が所有 されている子
会社 を連結範囲 に含め るとい う基 準を持株基準,契 約 やその他 の条件(役 員派遣,融 資等)に
よって事実 卜支配従属関係 にあるチ 会.仕を連結範 囲に含 めるとい う基準 を支配力基準 として表現
してい る。
86〔86)..第165巻 第1・2号
問委員会報告書 は,EC会 社法第7号 指令が イギ リスの会社法 に与 える影響 を
4つ に分類 してい る(Swinson[1990]p.7)。それ は,〔D連 結計 算書類 が作
成され る状 況,② 親会社 と子 会社 の定義,(3>連結計算書類 の作成 にあたって
適 用 され るルール,(4)関連 会社 の取扱 いであ る。ω につ いては(2〕に依存す る
(Swinson[1990]p.7>とす るならば,こ の点に関す る会社法 の改正は上述の
とお りである。 また(3}について は,1948年会社法で は グループ ・アカ ウンッは
基 本的に連結財務諸表か らなると しなが らも,子.会社 の計算書類 を添付す るな
どの代替的 方法 も認めていた,こ れに対 し,ユ989年会社法 において は.「グルー
プ ・アカウ ンッは,次 にあげ るものか らな る連結計算書類で なければ ならない
㈲ 親会社 お よび子 会社 の業 務の状態 を取 り扱 う連結貸 借対照表,お よび 〔b}
親 会社 および子会社の損益 を取 り扱 う連結損益計算.書」(1985年新 築227条第2
項)と され,グ ルー プ ・アカウンツの内容 は,連 結貸借対照表 と連結損益計算
書以外 に選択の余地がない もの とな っている。〔4)について は1989年会社法は,
関連 会社や 参加持 分 を有 す る企業 に対 す る持分 を 別表 記す るこ とを求 めた
(Swinson[1990]PP.26-27)。
イギ リスにお ける連結 会計制度 に変革 を もた ら した といわれ る1989会社 法
であ るが,以 上 にみ るよ うに,そ の変革 とは連結計算書類 を作成す るにあた っ
て必 要 とな る定義 上の問題,あ るいは技術的 な領域 においてであ り,連 結計 算
書類その ものが会社法上主要 な年次計算書類であ るとみなされ るよ うな変革が
起 こったわ けではない とい ってよいであ ろ う。 この意味で,会 社法における会
計規 定 によって会社 の配 当の適正性 を保障す るとい う観点か らは,連 結計算書
類 に関す る規定 の付:置づ けは,1948年会社法 におけ るそれ と変わ らないので あ
る。すなわち,連 結計算書類 に関す る規定は,連 結計 算書類 の作 成に関する規
定が詳細 にな った こと以外 は,配 当規定 となん ら直接 的な関係 を持 たないまま
であ るとい う意味で変化 してい ない といえ るのである。
ここで,現 在 の.イギ リス会社法 におけ る配当規定について確認す ると,1989
年会社法 は新 しい配当規定 を導入 していないので,現 在 の配当規定 は1985年会
現代イギリスにおける連結会計制度の機能的意味(87)87.
社法 を参照す る必要があ るEl。1985年会社 法においては 「会社 は配当.可能利益
以外か らは配当を支払 ってはならない」(1985年会社法第263条第1項)と され,
当該配 当可 能利益 とは,「過年 度 において分配 され た り資 本化され なか った累
積実現利益か ら過 年度 において減資や資本 の再編成で消却 されなか っ螺 積
実現損失 を控 除 した金額」.〔1985年会社法第263条第3項)で あ るとされている。
そ して,「配当 目的 に適合的な会社 の計算書類 は,最 新 の年次計算書類 であ る」
(1985年会社 法 第270条第3項)と して,「 配 当 目的 に適 合 的 な計 算書 類」
(relevantaccounts)とし・う概念 を導入 し,当 該計算書類 が法定 の年率計算書
類で なければならない ことを明確 にしている。そ こで,法 定の年次計 算書類 の
内容を1985年会社法 に求 めると,そ れ は個別貸借対照表 と個別損益計算書(ま
たは非営利会社 の場合 は収支計算書)で あ ることが明 らか になる(1985年会社
法第227条第 ユ項お よび第3項)1㌔ つ ま り,連 結計算書類 は 「配当 目的 に適合
的な計算書類」 に含まれてお らず,会 社法 における会計規定の主 目的が配当の
適 正性 を保 障す るこ とであ る とい う観点か らは,1948年会社法 にお けるそれ.
と同様 に,.本質的 な重 要性 を有す る とは言 い難い といわざ るをえ ない ので あ
る。
連結計 算書類 が 「配当 目的に適 合 的な計算書類 」に含 まれてい ない ことに
よ って,1985年会社法の配当規定 は,ユ948年会社法の配当規定 よ りもさ らに連
.結計算書類 との関係 を薄めた とい うことがで きるであ ろ う。 とはい え.1948年
会社法 と同様 に,.1985年会社法 は連結計 算書類 に表示 され た利益か らの配当を
可..厳 密に1よ,・985年会社 法の酋己当規定 は.198。絵 社法i・おいて毒i∫定された ものであ る・ また・,
会融 磯 定 は[.耀 一 ・:di,・.ib・・1・n)に対 す 観 定であ り、「配当=〔dMd・d・)に対す 観 定
現金であれその他の形態の資産であれ.会で はない.「分 配」 は原則 とし.て,「配 当」 を含めて,
御 、ン,・_に対 して鮒 資産を分 配する ことすべ てを指す 〔1985絵磁 筋3鶏 頭,・
13>、985年会社 法におい一αま経営柳 轍 計鞘 類作 鹸 務 として・「各子#1・の牒 年度を当該
会社の営業椴 に徴 させ なければな キ・ない」 〔1螂年会社灘227条 第 噸)こ とも定めている
が誤 会社に関す るこの 条項が連結計算書類 の幟 職 務づけてい ると麟 釈で きない・ 靴7
条の趣旨か らみて,当 蘇 項 は かか る鰍 では帆 個別騒 計鱗 の営 業鞭 に個鵬 制
照表の蝶 鞭 を合致させ る とと もに,か か る営業年度が子会社のそれを も確 定す るこ遊 明示
した にす ぎない とい う解釈 が自然であろ う・
?88(88).第165巻 第1・2号
明示 的に禁 じてい るわ けで はない。特 に,前 節でみた よ うに,理 論的 には個別
財務諸表 において連結計算書類 に表示 され た利益 と同額 を表示す ることも可能
で ある。 しか し,1985年会社法 の成立 に ともなって新た に生 じた重要な論点は,
配 当可能利益 の定義 にあた って実現概念が法 文 ヒ明示 されてい ることと,か か
る実現利益 が法定計算書類 において報告 され ることが求め られてい ることであ
る。 この ことか ら,イ ギ リスの会社法 に紛いて,配 当規定によ って間接 的に,
法定計 算書類 における報告利益が実現利益に限定されてい るといってよいで あ
ろ う1㌔ この とき,親 会社個別 の利益 に加 えて 子会社利益(の 親 会社持分)を
も含めた金額 を,配 当 しうる利益 として利用する場合には,子 会社利益(の 親
会社持分)が 親会社 にとって実現 している とみなされるか どうかが 問題 になる
ので ある。 これ はすで にイギ リスにおいて1920年代 にさか んにおこなわれた議
論で あるが,ヒ 述の配当規定が同 じ議論を引 き起 こ.すとい う事実 は,今 なお こ
の問題が解決 されていない ことを示 している。
VEUに おける会計基準の調和化
改 めて指摘 す るまで もな く,.イギ リス会社法 につい て考 察す る際にEUと
の関係 を無視す ることはで きない。EUは,.人,財,サ ー ビス,資 本 の 日出な
移動を可能にする共通 市場 の創造,維 持,発 展 を目指 してお り,当 該共 通市場
の創 造のために会計基準 の調和化が必要 とされ,か か る会計基準 は裁判所 に.お
いて法 的ルール と して の効力 を持 つ必 要があ るとされている(Niessen[1988]
p.4)。各加盟 国はEC会 社法指令 を国内法 化す るこ.とに よって,共 通 の会計
基準 に法 的効力 を附与 し,EUの 目的達成 に貢献す ることがで きるのであ る。
14)1985年会社法 にお いて,実 現 の定義は以下の ようにお こなわれ ている.「本法 における 『実現
利益』お よび 『実現損 失』 とは,会 社の計算書類 に関連 して,当 該計算書類が作成された時 点に
お いて,実 現 損益 の会計 目的の決定 に関 して 「.般に認 め られた原 則.1〔principlesgenemlly
ace。Pted)に準拠 して実現 され た として取 り扱わ れるべ き会 社の損.益をい う」 〔:1985年会社法 第
26ピ条第3項)。 ここで 「一般 に認め られ た原則」 とは,1985年会社法第4付 則 に定められた法 的
会計諸原則お よびSSAPi:特にSSAP第2号}等 を指す と考え られてい る。詳細ば森川[199司,
篠原[1993]等を参照 していただ きたい。
現代イギリスにおける連結会計制度の機能的意味 〔89>89
.イギリスにお ける1989年会社法 は,EU会 社法第7号 指令 を国内法化 した もの
として位 置づ けられ るのは前述 の とお りで ある。
こ こでEU会 社 法指令 とIASと の比較 をお こな うと,会 社 法指令 とい う.
ELI法を制定す る ことによってEUに おける会計基準 の調和化 を達成 しようと
す る動 きは,IASを 作成 する こ とに よって国際 的な会計基準 の調和化 を達 成
しよ うとす る動 き と類 似 している といえる。 しか し,EUに お ける会計基準 の
調和化 は,会 社法指令 の各国 にお ける国内法 化に よって会計基準が法 的強制力
を持つ とい う点 におい て,ほ ぼ排他的 に職業的会計 人によ って広 め られ てい る
IASとは異な る(Ernst&Whinney[1984]p.5)。つま り,EUに お ける会計
基準 の調和化は加盟国各国にお ける会社法の改正を必要 とす るのに対 し,IAS
による会計基準の調和化は これ を必要 としないのであ る。 この ことは,EU加
.盟各国が,EUに おける会計基準 の調和化 に際 して会社法改正 に直面 しなけれ
ばな ら.ない ことを意味する。そ してこれ を1つ の契機 と して,加 盟国間の法 体
系の相違が注 目されて きた。す なわ ち,イ ギ リスに代表 され る判例法体 系の国
と ドイツや フランスに代表 される成 文法体系 の国が存在 し,こ れ らの相違が会..
.計.基準の調和化に困難性 を与えている とされ るので ある。
イギ リスにおいて は,「外 部報告方針 に関す る経 営者の選択 の 自由は,会 計
士 団体,証 券取 引所,そ して法律 に よって規 制 され る」(Edwards[1980]p.
8)。そ して,「法律 の主要な価値 は,会 社 を して基準 を守 ら しめ ることにあ り.
法律 は基準 を考案す るもので はない」(Edwards[1980]p.x)とされ,会 計基
準 の形成 はプライベー トセ クターにゆだねる とともに,会 社法 はそれ に法的強
制力 を附与す るこ とを目的 と してい る。 この ような特徴 は,ド イツや フラ ンス
に代表 され る成文法体系の囹 に翁 ける会計規定 と比較する ことでよ り明確 にな
るで あろ うq成 文法体系の国 においては,程 度の差 こそあれ,法 律 に詳細 な会
.計規 定が盛 り込 まれ,法 規定が最 も優先 され る(中 川[199ユ]8-9ページ)。す
なわち,会 社 法におい て計算書類 に関す る 「詳細な形式,開 示要求および測定
ルー ルが定め られ ているが,こ れ は財務報告慣行が伝統的に法規制(会 社法 と
90(90)....第165巻 第1.2号
税法 の規 定)に よって支配 されて きたか らで あ る」(Edwards[1989]P.219)
とされ ている。
確か に,会 計基準 に関 し℃ は,そ の舷成 が職業会計士 団体 を中心 とず るプラ
イベー トセクターにゆだね られてい る判例 法体系 国 と,政 府規制 に もとづいて
いる成文法体系 国との相違 は比較的大 きくな るであろ う。 なぜ な らば,判 例法
体 系国においては会計基 準の形成が法 に依存す ることな く独立 した論議 に もと
づ いて行われ るのに対 し,成 文法体系国はあ くまで も従来 の法制度 との関連 を
排 除で きないか らで ある。 ここで,と くに投資 家に対 して企業 の実態 を開示 し,
有 用な情報 を提供す るた めの会計基準が果たす機能を情報提供機 能,配 当利益
計 算や課税所得計算 に関わ る会計基準が果たす機能を利 害調 整機能 と呼ぶ。す
る と,き わ めて図式 的な整理で はあ るが,判 例 法体系 国における会社法で は情
報提供機 能が,成 文法体系国 にお ける会社 法では利 害調 整機 能が重視 され てい
る とい うこ とも可能であ ろう。
しか し,会 社法 に関 しては,そ の会計規定が曖昧で限 られている判例法体系
国.と詳細で 包括 的な成文法体系国 とい う差異はあ るものの,い ず れ も配 当規定
を設け,い わゆる利害調整機能 を会計規定の主要な.目的の1つ として成文化 し
ている とい う点で大 きな相違 はない とい って よい。そ して,配 当 ロ∫能利益 の計
算に直接影響 を及ぼす評価規定 に関 しては,イ ギ リスの1981年会社法 において
EC会 社法 第4号 指令 「資 本会社 の年次 計算書類」 を国内法化す る際 に,会 社
法へのその導入が大 きな論点 とな った。EC会 社 法第4号 指令 は ドイツ会社法
の影響 を強 く受 けていたため1そ の国内法化 は 「伝統 との決裂」(breakwith
tradition)(Edwards[1989]p,219)とされたのであ る。それに もかかわ らず,
評価規定に関する 「多 くのルール.は確立 された イギ リス会計慣行 に親和 的で一
致するが,会 社法では以前は避けていた規制領域であ る」(Edwards[1989]p.
219)といわれた。 この ことよ り,詳 細 な評 価規 定が会計 慣 行か ら会社 法 に
移 った とい う形式 的な決裂 に過 ぎない ことが理解され ると考 え られる。す なわ
ち,判 例 法体系国のイギ リスにも成文法体系国の ドイツに も,会 社法 において
現代イギIJスにおける連結会計制度の機能的意味(91)91
配当規定が存在 し,そ れ にともな う評価規定 それ 自体 は,慣 行 として確立 して
きたか会社法 に明文化 されて きたか に関わ らず,多 くの部分 は 「親和的で一致
す る」のである。 また,配 当規定 と連結会計堪定が イギ リス会社法 において実
質的な関連性 を有 しない こ とは上述の とお りであ るが,ド イツや フランスにお
いて も,連 結会計規定 を会社法 に採 り入れたが,か か る連結 会計規定 は,会 社
法 と税法 との連 関に もとつ く確定決算主義 との関連性 を排 除 した もの となって
い る(黒 田[1989]303-304ページ)。つ ま り,判 例法体 系国におけ る会社法の
連結 会計規定 も,成 文法体系国 にお ける会社 法の連結会計規定 も,い ずれ も配
当規 定 とは実 質的な関連性 を有 しない とい う点で一致 しているので ある。
Viお わ り に
本稿では,1947/48年会社法および1985/89年会社法を採 り上げて,イ ギリス





いて配当規定が存在し,配当規定 と連結会計規定が直接的な関連性 を有 しない
という点で,ド イツや フランスに代表される成文法体系国の連結会計規定 と類
似しているといえるのである。そして,こ の意味で,イ ギリスの経験は,日 本
の商法にお.ける配当規定と連結会計制度 との関係にも重要な示唆 を与えうるで
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